
 

 

 

 

 

 

 

 

 厚生労働省医政局医事課医師臨床研修推進室、小林と申します。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 それでは、今回の医師法改正の狙いについて厚生労働省から説明をさせていただきます。 

 日本の医学教育における従来から指摘されている課題として、臨床実習が見学中心にな

りがちで実践する機会が乏しいこと、医学部 6 年間と臨床研修 2年間が、医師国家試験と

その受験準備で分断されていること、臨床実習と臨床研修の一貫した到達目標がなく、研

修内容に重複が生じることなどが挙げられておりました。 

 このような課題を解決するため、医学部教育と臨床研修の継ぎ目をできるだけなくす、

つまりシームレスな医師養成が求められるようになり、これまで取組を行ってまいりまし

た。 

 医師国家試験での分断については、平成 17年から正式導入された共用試験が医学教育の

中で位置づけられてきたため、平成 30 年から国家試験の問題数が 500 問から 400 問に減っ

たこと、出題傾向として、臨床実地問題により重点を置くようにしたこと、診療参加型臨

床実習を促進するために、平成 30 年に医学生が行うことができる医行為を再整理し、提示

いたしました。 

 また、臨床研修と臨床実習をより一貫して行うために、令和 2年度から開始された新臨

床研修指導ガイドラインでは、医学教育モデル・コア・カリキュラムと到達目標を統一さ

せました。 

 基本的な診療能力を身につけるためには、令和 2 年度から Post-CC OSCE の正式実施や、

臨床研修での外科・産婦人科・小児科・精神科・外来研修の必修化などを行ってまいりま

した。今回の法改正は、このシームレスな医師養成の取組の一つとして、より診療参加型

臨床実習を促進する目的で行っております。 

 先生方は皆様、知っていらっしゃることかと思いますけれども、共用試験は、医療系大

学間共用試験実施評価機構（CATO）が施行している試験であり、2005 年（平成 17 年）か

ら正式実施されており、日本の全医学生が受験しています。臨床実習に進む前の知識を評

価する CBT と、技能・態度を評価する OSCE で構成されております。 

 共用試験が実施されることになった流れといたしましては、昭和 62年に医学教育の改善
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に関する調査研究協力者会議にて、今般のシームレスな医師養成の基盤となる提言がなさ

れました。 

 次に、平成 3年の臨床実習検討委員会にて、臨床実習における医学生の医業の違法性を

阻却する条件として、臨床実習に当たり事前に医学生の評価を行うなどの条件が必要とさ

れました。 

 また、平成 8年から 11年の 21 世紀医学・医療懇談会の報告において、全国的に一定の

水準を確保するために、共通の評価システムをつくることを検討することが明記されまし

た。 

 これを受け、平成 13 年の「21 世紀における医学・歯学教育の改善方策について」にお

いて、教育内容のガイドライン、モデル・コア・カリキュラムの作成と、臨床実習開始前

の適切な評価システムを構築するための共用試験システムの開発を示されました。 

 このことから、平成 17年より共用試験は正式実施をされております。 

 また、共用試験が正式実施された後も、臨床実習については課題を認めております。各

大学で臨床実習が行われておりますが、こちらは平成 30 年に行った、医学部 5 年生の 3

月時点での学生が実施経験のある医行為を調査した研究であります。この中では、ほぼ全

ての学生が行っている行為もあれば、実施率が 50％に満たない項目もあります。特に静脈

採血や末梢静脈確保、胃管挿入、尿道カテーテル挿入、静脈内・皮内の注射など、医学教

育モデル・コア・カリキュラムで必修とされている医行為、これらは臨床研修の開始後す

ぐに行うことが考えられる医行為ではありますが、実習での実施率は 50％以下にとどまっ

ている現状がうかがわれます。 

 これまで昭和の時代から平成にかけて、シームレスな医師養成のための取組を行ってま

いりましたが、医療はより高度になり、プロフェッショナリズムの教育の重要性が増して

いることから、診療参加型臨床実習をさらに充実させるために、令和元年から令和 2年に

かけてシームレスな医師養成を検討してきた医師分科会において、臨床実習に進む前の知

識と技能と態度を評価する CBT・OSCE を公的化すること、また、共用試験を公的化するこ

とで一定の水準が公的に担保されることから、臨床実習において行われる医学生の医業を

法的に位置づけるべきという提言がなされ、今回の法改正となりました。 

 この資料は、いわゆる Student Doctor の行う医行為について法的に整理した案です。診

療契約は患者と医療機関の間で締結されるもので、Student Doctor は指導医の指導・監督

の下で、診療等の一部を指導医とともに実施することになります。 

 今回の法改正に関しては、医師の働き方改革や、タスクシフト・タスクシェア、地域医

療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援などの措置等に関する法改正の中の一つとい

うことになっております。 

 実際の条文をお示しします。医師法の第 11条、医師国家試験は次の各号のいずれかに該

当する者でなければ、これを受けることができない。 

 1、大学において医学の正規の課程を修めて卒業した者。 
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 今回の法改正により、以下の文が加えられました。「大学において医学を専攻する学生が

臨床実習を開始する前に修得すべき知識及び技能を具有しているかどうかを評価するため

に大学が共用する試験として厚生労働省令で定めるもの（第 17 条の 2において「共用試験」

という）に合格した者に限る」。 

 この共用試験の国家試験の受験要件化については、令和 7年度より施行となります。 

 次に、医学生の医業についてです。 

 医師法の第 17 条 1 に「医師でなくては、医業をなしてはならない」と述べられておりま

すが、今回、2 が加えられ、「大学において医学を専攻する学生であって、共用試験に合格

したものは、前条の規定にかかわらず、当該大学が行う臨床実習において、医師の指導監

督の下に、医師として具有すべき知識及び技能の修得のために医業（政令で定めるものを

除く。次条において同じ）をすることができる」とされました。 

 こちらは令和 5 年度より施行となります。 

 また、今回の法改正では附帯決議がなされ、衆参同様でありますが、「医学部教育と臨床

研修を切れ目なくつなぐ観点から、医学部における共用試験の公的化を踏まえ、診療参加

型臨床実習に則した技能修得状況を確認するための試験の公的化を含め、医師国家試験の

在り方を速やかに検討すること」とされました。こちらに関しても、今後検討を行ってま

いります。 

 改めて、シームレスな医師養成に向けた取組です。 

 臨床実習・臨床研修を通して基本的な診療能力を身につけられるよう、診療参加型臨床

実習の充実、国家試験の改革、臨床研修の見直しを行ってまいりました。また、学生の評

価や症例管理においても、今年の夏より、これまで臨床研修で導入されていた EPOC が臨床

実習でも導入されることになっております。これにより、臨床実習から臨床研修にかけて

一貫した評価や症例経験管理が行われることが期待されます。 

 厚生労働省としましては、令和 5年度より施行となる共用試験の公的化と医学生の医業

の法的位置づけに関しての施行に向けた取組を開始しております。これから大学に向けた

情報発信なども適宜行ってまいりたいと考えております。 

 最後になりますが、今回の共用試験の公的化に至ったのは、全国で CBT・OSCE を行って

いただいている大学の先生方の御尽力あってのものであり、大変感謝を申し上げます。今

後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。以上です。 
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 皆様、こんにちは。医学教育モデル・コア・カリキュラム改訂に関する調査研究チーム

で座長を務めております、小西靖彦と申します。 

 日本医学教育学会が昨年度からコアカリ改訂を受託したことは、大変名誉なことと感じ

ています。私たち医学教育の専門家がよりよいコアカリへと改訂していく所存ですので、

どうぞ御協力をお願いいたします。 

 本日は、厚生労働省の委員会と日程が重なってしまったため、ビデオ録画で皆様とお会

いすることになりました。 

 改めてまとめてみますと、コアカリは平成 13 年度に初版が著されました。今回の改訂で

第 5 版となる予定です。初版は本文 52ページで、A から G の骨格が示されました。その一

方で、教育内容の羅列という評価もあるようです。 

 前回、平成 28年度の案では、本文とともに臨床実習ガイドラインが付記され、参加型臨

床実習の充実に呼応しました。このときに、医師として求められる資質と能力、いわゆる

コンピテンスが記載され、卒後臨床研修の資質・能力と整合が取られました。また、37の

主要症候や行動科学などが入ってきたことも御存じの方が多いと思います。 

 このスライドは、資料として後でゆっくり御覧ください。 

 卒前後の医学教育は、2001 年のコアカリの開始からここ 20 年、絶え間なく変化し続け

ています。医学教育学会が受託したコアカリの調査研究の昨年度の活動について、ここで

しばらく御説明します。 

 まず、これまでのコアカリ改訂が意味のある効果をもたらしたのかについて、1、学修者、

すなわち学生に及ぼした影響・効果、2、各大学のカリキュラムに与えた影響について検証

しました。コロナは社会の様々な場面でパラダイムシフトを起こし、不足していたものを

明らかにしました。その影響の大きさを考慮し、3、感染症教育の在り方について緊急検証

を行いました。 

 調査研究チームは、医学教育学会の中から 16 名が当たりました。三つのテーマに対して、

短時間で熱心な取組を行いました。 

 成果物として 465 ページの報告書を刊行しています。内容は文部科学省のホームページ

で見ることができます。 

 

医学教育モデル・コア・カリキュラム改訂等に関す

る調査研究チーム令和 2 年度報告 
医学教育モデル・コア・カリキュラム改訂等に関する 

調査研究チーム座長 

小西 靖彦 
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 1、コアカリが学修者に及ぼす効果につきましては、調査対象として、共用試験のデータ

や厚生労働省の研修医アンケート、卒業後すぐの EPOC データや、全国医学部長病院長会議

の白書などに許可を得て当たりました。 

 コアカリが改訂されて 2、3年後に各大学のカリキュラムが改訂されることが多く、そこ

での入学者が卒業するにはさらに 6年がかかります。医師として活躍できるのはもう少し

先になりますから、コアカリは今の課題を考えるだけでなく、10 年先を考えて改訂すべき、

策定すべきということも分かります。 

 コアカリ改訂以外に学修者に与える因子は、医師国家試験や JACME によるカリキュラム

改革、学生の医行為範囲の策定、その変化など多岐にわたることも考えるべきところです。 

 膨大な調査の一部のみお伝えをいたします。 

 コアカリの改訂前後で学修者のアウトカムに変動があったものがありました。CBT や

OSCE などの一部の項目もそれに当たります。ただし、実際にコアカリ改訂だけによる変化

であるかについては、評価がなかなか困難です。 

 コアカリ改訂の真のアウトカムとして学修者の評価は大変重要で、今後、研修を開始し

たときの臨床パフォーマンスなどのデータの蓄積が必要です。コアカリの改訂前に学修者

のベンチマーク（追跡指標）をあらかじめ設定しておくことや、各大学の教育 IR データを

利用して改訂効果を分析することなどが提言されました。 

 2 番目として、コアカリが各大学のカリキュラムに与えた影響についても、様々な団体

が行っていた調査データなどを収集・整理して、不足分はアンケート調査を行いました。 

 ここでは調査の一部のみをお伝えしますが、約 7 割の大学でカリキュラム改革が明確に

実施されていることが判明しました。3 分の 2がコア・カリキュラム、3 分の 1 が自主的な

カリキュラムとされるところ、実際の自主的なカリキュラムは、時間数で平均したところ

約 13％でした。診療参加型臨床実習は充実化していますが、教員の不足と教員の負担増加

が課題です。前回記載された社会科学や行動科学などに対しては、対応の困難さが表れて

います。 

 次回追加すべき事柄として、データサイエンスや AI、感染症疫学などが挙げられました。 

 医学の進歩によるカリキュラム肥大の悩みや、学修項目中心のコアカリに方略や評価方

法をどの程度盛り込むべきかなどが課題として抽出されました。 

 3、感染症グループは、有識者 13 名へのインタビューを中心に活動しました。医学部の

学生が最低限学ぶ必要がある感染症領域の内容を問うことなどを含めたリサーチ・クエス

チョンは、スライドにお示ししたようなものです。 

 次回のコアカリ改訂のときの提言として、具体的に 5つまとめました。 

 感染症に対する「考え方」の大枠をコアカリに明確に記載すること。 

 頻度の高い微生物や疾患を厳選すること。 

 学修項目だけでなく、到達度を具体的に示すこと。 

 ほかの領域との統合的な感染症教育。 

47



 そのほか、教育方法や教材、教員、FD などが提言されています。 

 以上、昨年末から 3 月末までの調査研究について、要点のみを述べました。この委託事

業は今年度も継続しています。 

 コアカリの改訂は、今年度から来年度にかけて進行してまいります。ここにお集まりの

医学教育に関わる皆様からも、どうぞ御意見をいただけるとありがたく思います。本日の

ワークショップが実りあるものであることをお祈りします。 
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